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【論文要旨】
　本稿は小売業の存在に関しての再考をテーマとしている。現在，我々の身の回りでは様々な小売
業が展開され，色々な店舗を知覚することができる。このような現象に関して，まず，1章，皿章
で売場商売の確立とも言える小売店舗の萌芽期を振り返った。そして皿章では，小売業の定義を様
々な文献からレビューするとともに，小売が業務を行う際に忘れがちな機能（function）を再考し
た。これらを再考することに加え，近年の小売業の動態を加えたうえでの筆者の見解をも示してい
る。】V章では小売業の業態（type　of　retailing）に関する考察を行った。過去の業態論のレビュー
を含め，小売業態を分析する枠組みなどを振り返り，今後の業態の方向性に関する考察を行った。
最後に小売業態はその小売機能に着目したものであるという結論を示した。様々な業態が存在して
いる小売業ではあるが，それぞれ自身が持つ機能や役割を再度認識し，その業態らしく存在するこ
との必要性を示した。
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1　はじめに
　現在，我々の身近に存在する小売業には様々な業態を認識することができる。店舗の規模はもち
ろんのこと，扱う品物を見ても様々な取り扱いを認識することができる。また，近年は小売業にお
いても大きな動きを見ることができる。例えば，百貨店がコンビニエソス・ストアに対抗する手段
として営業時間を引き延ばすことや，本来顧客と接する重要性を謳っていた小売業態がネット取引
に力を入れる等，様々な動きを見ることができる。しかし，それらの事業拡大により失敗をする小
売業態も増えていることも事実である。本稿はこのような現状の中，小売業の特質を再度振り返る
ことを目的としている。小売業の重要なビジネス現場である売場の確立を振り返るとともに，小売
業の定義や機能，そして業態に関する考え方などを考察するとともに今後の小売業の方向性を探っ
ていきたい。
皿　小売店舗の萌芽期
1．小売店舗の萌芽
　現在，数多くの小売店舗が存在している。また，それらを知覚しても様々な業態が我々の生活の
周りに溢れかえっている。そして，流通も多様化し，現在は一元に小売店舗から商品を購入しない
場面も多くみられるようになってきている。消費老が購入をする現場は多様化していると言えよ
う。また，後の小売業態を考察する章でも言及するが，消費者が購入を行う小売業の売場はその小
売業の性格を表すのに重要な意味を持っている。このような背景から本章では売場商売の礎でもあ
る小売店舗の萌芽期を振り返ってみたい。
　まず，小売店舗を考えた場合，店頭を構え，商品を陳列し，誰に対しても提示した値札の金額で
販売することが一般的である。まずは小売の売場商売の隆盛を辿ってみよう。このような商売のス
タイルが一般的になった礎は江戸時代と言われている。場末の小さな店を除くと，当時の商売のス
タイルは行商という行為が一般的であり，店頭を構えて販売をするというよりもむしろ，売り歩く
というスタイルが一般的であった1。特に当時は大名屋敷を中心とした販売先に商人が風呂敷や天
秤などを用いて商品を売りまわっていた。また，同時に販売を行っていた際の価格も掛値2と言わ
れ，商人が販売相手を見ながら，自由に値段を付け販売を行っていた。つまり，誰に対しても同じ
商品が同じ金額で売られていなかったということになる。もう一つの特徴を示すと，支払いが俗に
言うッケ払いであった。行商人が販売先で商品を販売したとしても，支払いは一般的に盆暮れ正月
の節季払いであった。このような背景から当時の商人が販売代金の回収が困難になることもあった
と言われている。
1三越編『株式会社三越100年の記録』，三越，2005年，p．24。
2商品の本来の相場値段に対しいくらかの数値を掛けた値段を販売相手に突きつけることから掛値と言われて
　いる。
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　このような情勢の中1673年に我が国では越後屋呉服店が成立した。越後屋呉服店はのちにデ
パートメントストア宣言を行い百貨店となる三越3の前身である。越後屋呉服店は当時としては画
期的な商売を確立し，様々な文献の中でもその商売は紹介されている。まず，挙げられることが先
の行商スタイルに対して店舗を構えての商売を行うということである。これは行商で歩き回るとい
う行為から顧客を待つというスタイルへのドラスティックな変化でもあった。また，この変化によ
り商人たちは効率的に商売をすることができるようになったと言われている。次に挙げられること
は正札付き販売である。現在の店頭販売において小売業は価格を明示した値札および，サジェスト
を用い顧客に対しては値段の明示をしている。この日常的な習慣の発端がこの越後屋呉服店の行い
でもあった。また，掛値が横行していた当時の世相に反し正札を用いることによって，全ての顧客
に対し同じ金額を提示する行いは，全顧客に対し平等に接するという考え方の表れでもあろう。
　そして，最後の点であるが，支払いが現金その時払いであったという点である。これも現在の小
売商売においては日常的なことであるが，支払いが確定した時点で顧客が商品を持ち出すことがで
きるという仕組みの祖でもあった。支払いをもって所有権の移転という取引の確定行為が確立した
のはこの時と考えるのが妥当であろう。
　以上のように現在我々が身近に見ることができる小売業の商売は江戸時代に越後屋呉服店の取り
組みで一般的なものとして認識されるようになった。そしてその後，店舗を構えるすべての業態に
おいて共通の行為として営まれるようになった。
2．小売店舗の登場に伴う当時の思想
　越後屋呉服店の登場により，小売店舗の売場商売が強く認識づけられ，当時の商売に対する意識
は高揚していった。しかし，当時は儒教の思想で「士農工商」という教えがあり，商売を行う者の
身分はとても低いとされていた。そのような中，小売の存在意義が消えなかった所以を考えてみた
い。その理由の根拠として石井（2003）4があげられる。石井（2003）は当時の商いに対する考え
方の説として太宰春台，井原西鶴，石田梅岩の説を示している。
　まず，太宰春台は「工商は労軽くして，利潤多き」とし農業が工商へと移行しては国が衰退する
ことを嘆いていたという。当時の思想はもっぱら農業を肯定する思想であり，基本的な職業こそが
農業と考えられていたからである。
　しかし，17世紀末の元禄期のころになると，商業活動と富の蓄積を肯定する思想が強まってく
ることになる。その代表が『日本永代蔵』で有名な井原西鶴である。井原西鶴の考え方は「町人は
金持ちになることが大事であり，その出身は問題ではない。金銀こそが系図の役割を果たす」とい
31904年日々翁助のデパートメントストア宣言により国内初の百貨店となる。2011年同じく老舗呉服屋系の百
　貨店伊勢丹と経営統合し現在は株式会社三越伊勢丹となる。経営統合後もブランドとしての暖簾は残し現在
　も屋号三越の百貨店として国内にて展開されている。
4石井寛治『日本流通史』，有斐閣，2003年，pp．70－71。
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う考え方である。この時期より，お金を儲けるという思想が徐々に肯定され始めるようになった。
　そして，その後石田梅岩により商人を肯定する思想はより一層高まっていくことになった。石田
梅岩は商人の得る利潤は武士が貰う俸禄と同等のものであるという考え方を持ち，士農工商の身分
の別は認めるものの，それらは身分の上下ではなく，「職分の相違」であると位置づけなおした。
また，商人がいなくなり，商品流通の担当者がいなくなると，国は困ると言及し，「商人売買は天
下の助け」とまで述べた。特に石田梅岩は心学の出であり，人間が正直で勤勉で，かつ倹約に生き
るために人間の心を知ることが大切であるという町人の倫理的自覚も説いた。また，人間の心を知
ることにより商人は利益をむさぼる存在から，道義心を確立した人へなることが出来ると述べてい
る。石田梅岩の思想をはじめとした心学により，当時の商人倫理というものが確立し，商業が肯定
されるようになった。また，石井も同上書において商売で顧客ニーズを考える小売の行いは当時と
現在も変わらないものと指摘する。
　以上のような背景から，小売業は店舗として存在し，思想的背景もあり，後に様々な業態として
発展して行く礎を築いた。そして，現在はその小売業の業態が色々な見方をされるようになってき
ている。次章では小売業の本質を探るべく，小売業の役割や機能に関する考察を加えていきたい。
皿　小売業の役割と機能
1．小売業定義の再考
　ここでは過去の小売業研究における小売の定義や機能・役割を再考してみたい。小売業に関する
文献はとりわけ多くは存在してはいないが，主に商業学の文献や，流通論の文献などでも言及され
ている。まずは，主な研究成果をレビューしてみたい。まず，荒川（1974）5は小口取り扱いを意
味し，大量の商品を消費に適するような少量の単位に分割することを指摘している。また，流通機
構との直接的関連において規定すると，広義には商品の最終消費者への供給，やや狭義には商品が
消費財に限定されることを指摘している。荒川の定義を見ると基本小売業の販売するものは消費財
に限定され，あくまでも取引の相手は最終消費老と認識していることが理解できよう。
　また，海外の研究成果をみてみると，Beckman＆Davidson（1967）6は「購買者が最終消費者で
あって，事業目的の購入者や制度的購入者とは対立するものであり，また購買動機は購入品目の最
終的消費に基づいた個人的な，あるいは家族の欲求充足にあり，産業とか制度的な使用に当たる再
販売，営業用の購買とは対照をなすものである」と定義している。
　そして，その後Davidson，　Doody＆Sweeney（1975）7は「店舗やサービス施設である売り手の
多様な諸施設と個々の消費者である買い手が，個人，家族または世帯のために，主として財貨およ
5久保村隆祐・荒川祐吉編『商業学』，有斐閣，1974年，p．340。
6T．　N．　Beckman　and　W．　R．　Davidson，1吻吻勧g，　New　York，1967，　p．247．
7W．　R．　Davidson，　A．　F．　Doody，　and　D．　J．　Sweeney，　Retailing　Mαnagement，4th　ed，　John　Wiley＆Sons，1975，
P4．
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びサービスの交換を実現しようとするマーケティングプロセスの最終部分」と定義している。
Beckman＆Davidsonも荒川と同様に取引相手は最終消費者と認識しており，小売業の取引相手
が消費者であるということが伺える。また，Davidson，　Doody＆SweeneyはBeckman＆David・
sonの認識に加えサービスという概念もその定義に盛り込んでいる。
　しかし，以上を元に小売業を定義した場合，ある問題点が発生する。なぜならば，小売業者とい
えども企業を相手に販売を行うことがあるからだ。小売業の現場では企業に対し商品を販売する場
面がみられる。現に小売業の現場である店頭においてその取引がなされ，領収書を企業名義で発行
するということも見受けられる。また，鈴木（2006）はこの点に関して「例えば小規模な建築業
者に材木を売ること，自動車修理工場に補修用部品を売ることを共に小売と称している。どちらも
少量ずつ販売するという点で消費者への販売と共通しているが，産業用使用のために売るという点
で原則的には卸売とすべきである」8と述べている。また，逆もまた真なりである。近年ではメー
カーや卸売業者が通信販売の形態を通し，直接消費者に対して販売を行っている。この点を鈴木の
考え方に則するのならば，小売と認識しなければならなくなる。以上のように考えた場合，小売業
者というものを定義するのが非常に困難となるであろう。
　このような複雑な状況を整理し，小売業を定義する際にはどのような考え方を持つべきであろう
か。先に述べたように近年の小売取引は様々な流通業者が消費者と直接取引を行うことによって完
結する場面を見せている。このような情勢の中，近年の研究成果において，小売の定義に商業統計
を盛り込む定義が見受けられる。例えば，鈴木（2006）は小売業を商業統計に基づき，年間販売
額の半分以上が消費老に対する販売がなされている事業所を小売業と示している。また，石川
（2007）も同様に売上の半分以上という観点から同様に小売業を考察，「消費者への販売または，
消費者以外の販売のうちどちらが主かという『メインの法則』により，小売業，卸売業に区分され
ている」9と述べている。鈴木や石川の示した「メイソの法則」に則るのであれば，何を小売業と
するべきかの区分がしやすくなる。近年頻繁にみられるメーカーから消費者への販売は小売行為で
はあるが，売り手そのものは小売業に区分けされなくなる。また，小売業が対企業に対して，業務
使用品を販売したとしても，卸売行為を行ってはいるが，それは小売業と定義づけることができる。
　さて，ここでもう一つ小売業を考えるにあたって「メインの法則」を用いて考えておくべきこと
がある。それは販売相手に対して「何を販売しているか」ということである。先に示したBeck－
man＆Davidsonは定義においてサービスという項目を盛り込んでいた。また，　Kotler（1991）も
「最終消費者の個人的・非営利的使用のために財ならびにサービスを直接販売する活動」10と定義し
ている。さらに，サービスマーケティングの分野から見ると，FiskやLovelockなどにより小売業
8鈴木安昭『新・流通と商業［第4版］』，有斐閣，2006年，p．136。
9石川和男『基礎からの商業と流通第2版』，中央経済社，2007年，p．129。
10PKotler，　Ma　rketing　Management　7Ed，　Prentice－Hall，1991（村田昭治監，『マーケティソグマネジメント（第
　7版）』，プレジデソト社，1996年，p．501）。
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はサービス業に含まれるものと捉えられている11。確かに，小売業はサービスの販売も行うであろ
うし，販売時における奉仕行為はサービスであると認識はされていよう。しかし，サービス業と小
売業は互いに最終消費者を取引相手としていても，一般的には別のものと認識されている。また，
Berman　＆　Evans　（2004）12は小売業を物販小売業（Goods　retailing）とサービス販売小売業
（Service　retailing）に区分けしている。本稿は特に前者を研究対象としているため，　Berman＆
Evansの考え方と同じくこれら二つは特に区分けをして考えていきたい。
　このような状況下において，住谷（2009）13は商業統計や「メ・インの法則」に基づき，販売する
ものを中心的に捉えた小売業の考え方を提示している。住谷は最終消費者に販売するものを以下の
項目に示した。
①100％物販業としての小売業
②物販（売上の50％以上）＋サービスを販売している小売業
③物販（売上の50未満）＋サービス（売上の50％）以上を販売しているサービス業
④100％サービス業を販売しているサービス業
　ここで住谷が③と④に関してサービス業という言葉を使用しているのは商業統計に基づいた場合
③と④はサービス業として区分けされるからである。これをもとに例を挙げるのであれば，ミス
ターミニットのように靴の修理を行う事業者はサービス業として認識されるが，百貨店や商業集積
に組み込まれた場合は総体としての事業，ここでいう百貨店や商業集積は小売業として認識され
る。筆者もこの点に関しては同意見であり，このような物販額14が50％を超えるものを小売業と
して捉えた方が小売業界というものを認識しやすくなると考えている。
　以上を元に小売業の定義を再度認識してみたい。これらによると小売行為はメーカーなどによっ
ても行われていることは認識が出来よう。そして，小売業とは主に最終消費者を相手として販売活
動を行っていることも理解できる。これらをまず整理したい。まず，小売という行為であるが，こ
れは先に述べた荒川（1974）の定義を元に定義するならば，「最終消費者に対して消費財を販売す
る行為」とシンプルに定義することができる。そして，本研究におけるもっとも主眼的な小売業の
定義であるが，この点に関しては近年の研究における商業統計やメインの法則の意味合いを付け加
えたものとして定義したい。ゆえに，本研究において小売業は「主に最終消費者を相手に，有形財
11R．　P．　Fisk，　S．　J．　Grove　and　J，　John，　Interactive　Seroices　Marketing　2ndedition，　Houghton　MiMin　Company，
　2004．（小川孔輔・戸谷圭子監訳『サービス・マーケティソグ入門』，法政大学出版局，2005年，p．37）。
12B．　Berman　and　J．　R．　Evans　Retail　Management（ninth　ed），Pearson　Education　International，2004，　pp．32－33．
13懸田豊・住谷宏『現代の小売流通』，中央経済社，2009年。なお，直後の箇条書きはP．150を参考に列挙。
14ここで言う物販額に外食産業は含まない。外食産業は産業分類においても小売とは別に区分けられている。
　また，助食の安全・安心財団附属機関外食産業総合調査研究センターよると，弁当チェーン店のように売上
　の50％以上がテイクアウトされるものは食料品小売業として捉えられている。
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の販売を主軸とした活動を行う事業」と定義づけることにする。まず，対象を「主に最終消費
者」15とする。これは「販売目的を主に最終消費者としている」という意味や，場合により「事業
主への販売も行う」という意味を含有したものである。また目的であるが，この点においても「有
形財の販売を主軸とした活動」16と定義する。なぜならば，こちらも住谷の考え方に基づいて小売
業をサービス業と明確に区分けするためである。以上のように小売業の定義について再考してみた
が，次節においては小売の機能に関しての考察・整理を行いたい。
2．小売機能に関する考察
　本節においては小売の機能に関する考察を加えてみたい。具体的には小売業が実業務を行ってい
る際，どのような機能を果たしているのかを再認識する部分がその目的である。特に機能に関する
研究はマーケティングにおいても根源的な部分であり，重要な意味を持っている。本研究は小売業
に限定されるが，流通論全体においてShawが流通機能論17を展開したことは甚だ有名である。そ
してShawの研究は機能研究の先駆けとして認識されており，その後Weld（1917）により修正が
加えられ，Clark（1922）によって集大成されたと言われている18。この研究以降様々な分野にお
いて機能に関する考察が多くみられるようになった。それと同時に機能論と呼ばれるものは商業学
や流通論においても重要な位置づけを担っている。ゆえに，本稿においてもこの考え方に基づき小
売の機能を探り，実務におけるその機能の再認識を行う。
　小売の機能に関してレビューしてみるとシンプルに考察がされているものもあれば，項目ごとに
実務的な用語を掲げて考察をされているものもある。まずは，シンプルに機能を述べているものを
掲げてみたい。例えば，Meyer（1959）ユ9は消費者と財の空間的，時間的，量的，質的な隔たりへ
の架け橋をするものと考えた。Meyerは主にその機能するところは財が空間や時間の移動をし，
消費者へ届けられる点や小口分割やクオリティの変化を伴い消費者に販売活動がなされる点を主に
考慮した。後にMcClelland（1966）20は財貨の物的移動と所有権の移転調整をその機能として考え
15筆者の考え方も最終消費者への販売額が50％以上という認識であり，それを以て「主に最終消費者」と示し
　た。
16ここにおいての有形財の販売額が売上の50％以上という考え方に基づき「有形財の販売を主軸とした」と表
　現している。
／71912年の“Some　Problems　in　Market　Distribution”（市場配給に関する若干の問題）により流通機能論は幕を
　開けた。
18Weld，　L．　D．“Marketing　Function　and　mercantile　Organization，”　American　Economic　Review，　June，1917．に
　おいて収集，保管，危険負担，金融，再調整，販売，運送の7機能が提示され，Clark，　F．　E，　Principles　of
　Marketing，　Macmillan　Co．，1922．において交換機能として①需要創造と②集荷，実物供給機能として③運
　送，④保管，補助的機能として⑤金融，⑥危険負担，⑦標準化の7機能に集大成された。Clarkの分類は標
　準的なものとして採用されていることが多い。
19C．　W．　Meyer，“Was　ist　Marketing？”　in　Wirstchaft　und　Werbung，13．　Jahrgang，1959．
20W，　G．　McClelland，　Cost　and　Competition　in　Retailing，　New　York，1966．
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ている。そして，その二次的な機能として製品を迅速に使用可能とすることや，消費者・卸売業者
・生産者などのステークホルダーに対しての情報の伝達，および財貨の分割による財の形態変化を
その機能として挙げている。McClellandはMeyerの考察に加え，情報の伝達という点も小売業が
行う機能に加えているのが特徴である。っまり，今では一般的にみられるようになっているが，消
費者の欲望などを川上である卸売業者や生産者に伝達する行為もその機能として考えていたといえ
るだろう。そして，大橋（1995）21はこの流れより「比例的差異22の標準化」を多くの小売業が成
すべき機能として掲げている。っまり，販売活動や情報を駆使し，小売業者が消費者に対しての各
々のギャップを無くしていくことを主張しているのである。また，大橋は「小売機能として時間
的，空間的，場所的および所有的の3つの効用をあげる研究者が少なくない」23と述べ，小売機能
には時間，空間，場所や所有権の移動という機能は考慮すべき必須機能であるということが理解で
きる。
　その一方で，違った角度からの機能を含んでいる研究成果も存在する。大橋が強調していた機能
はもちろん含まれているが，その他の機能をも含有している先行研究があるのでレビューしてみた
い。例えば，刀根（1970）は小売業が消費者に接し遂行する機能として以下を挙げている。
（1）商品を消費者の購買単位数量に分割し（販売）
（2）消費者の欲する品種を蒐集し（仕入）
（3）消費者の購買に応ずるため貯蔵し（陳列その他）
（4）消費と生産との場所的統一機能を分担し（配達のその他）
（5）その間に発生する危険を分担し（防火施設その他）
（6）消費者に信用を供与する（掛売・割賦販売）24
　これらの記述を見ると，（1）から（4）までの項目は既に述べてある時間や空間，場所的な移動を行う
活動のものであるということが分かる。そして，（5）や⑥には消費者を保護するという意味合いや信
用という単語が表現されている。小売業が販売活動という行為に主点が置かれて機能を考えた場
合，確かに時間や空間，場所や所有権の移動という点に主点が行きがちではあるが，危険の分担や
信用という概念を小売業の機能に含む点に関しては筆者も同一の見解を持っている25。この点は実
務家も忘れてしまいがちな小売業の重要な機能であろう。
　さて，近年の小売業の機能研究は先に提示した刀根の先行研究のように各機能と実務的な諸活動
21大橋正彦『小売業のマーケティングー中小小売商の組織化と地域商業』，中央経済社，1995年。
22生産量と需要量の差，生産と消費の時間差，地理的差異，生産者と消費者の知識間の差などが該当する。
23大橋同上書，P．5。
24刀根武晴『配給論の基本的研究』，武蔵野B．S．C，1970年，　P．214。
25刀根の掲げた機能はClarkが流通機能で掲げた項目を挙げていることが伺える。
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図表1：鈴木の思考する小売業の機能と諸活動
　　　　　　各機能と諸活動
・品揃えの選択　　　　　・仕入れ代金の支払い
所有権移転機能に関する
@　　　諸活動 ・仕入先の選択　　　　　・販売価格の決定
・発注　　　　　　　　　・販売代金の受取
・荷受　　　　　　　　・包装
物流機能に関する 。保管・店舗内外の移動　・配達
諸活動 ・値札付け　　　　　　　・加工
・陳列
・販売促進　　　　　　　・消費者調査
（消費者との間の情報伝達）
情報伝達機能に関する
@　　諸活動 ・仕入商品に関する情報の吸収と発注
・消費者に関する情報の送達
（仕入先との情報伝達）
・資金調達
・店舗の開設・維持
企業の維持・管理の
@　ための活動 ・従事者の採用・訓練，職務の編成，組織化
・資材の購入
・経営戦略の立案と経営管理
出所：鈴木安昭『新・流通と商業［第4版］』，有斐閣，2006年，PP．140－146を
　　　元に筆者作成。
を併記しているものがみられる。また，小売機能として危険を分担する機能を掲げているものもあ
るので，ここではそれをレビューしてみたい。
　まず，鈴木（2006）26のレビューであるが，鈴木は小売業の機能をその活動に注目し4つに分類
している。先に掲げた時間的，空間的，場所や所有権の移動機能は「所有権の移転に関する諸活動」
と「物流機能に関する諸活動」に分類し，実務的な活動をその中の項目として位置付けた。そして，
McClellandが唱えたような「情報の伝達機能に関する諸活動」も大きな枠組みとして捉えた。そ
の中の項目に対消費者・対仕入先という細かな枠組みを設け，店頭での販売促進や，仕入先への情
報の伝達をこの中に当てはめている。そして，最後に企業の維持・管理の活動を設けている。鈴木
はこの項目に機能という言葉を用いていないが，小売業の活動として重要な活動なものとして列挙
している。これは小売業が社会的に重要な存在であり，消費者の生活を維持していくために必要な
存在という考えから掲げられても妥当であろう。
　そして，その後，石川（2008）27も鈴木の研究にならって同様の研究成果を残している。石川の
研究成果で注目すべき点は，鈴木の示した所有権移転機能を商的流通機能として捉え，その中に所
有権の移転に加え需給を結合させる機能を含意している。その下に掲げられている項目数は少ない
26鈴木前掲書，2006年。
27石川前掲書，2008年。
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図表2：石川の思考する小売業の機能と諸活動
　　　　　　　各機能の活動
　　　　商的流通機能
i所有権移転機能，需給結合機能）
・商品品揃え（マーチャンダイジング）
E小口分売（小口分割，販売，代金授受）
E販売価格の決定（値付け，値引き）
物的流通機能
・商品の場所的移動に関する活動（輸送や配送）
E商品の時間的移動に関する活動（貯蔵・在庫管理）
E商品の物理的移動に付随する活動（商品の積み込み，荷卸し）
E商品の物理的移動を前提として発生する活動（加工）
危険負担機能 ・掛販売や分割払いの信用供与（掛販売等）
コミュニケーションに関する機能
・消費者とのコミュニケーション活動
i接客，装飾，包装紙・広報などによる情報提供，顧客アンケート）
E仕入先とのコミュニケーション活動
i販売情報や顧客から吸収した情報の伝達）
E社会とのコミュニケーション活動
i地域や社会との情報交換，まちの渋滞緩和への協力等）
企業維持・管理のための活動 ・ヒト・モノ・カネ・情報の管理
出所：石川和男r基礎からの商業と流通　第2版』，中央経済社，2007年，PP．132－136を元に筆者作成。
ものの，鈴木の研究成果を整理したものとして考えることができ，両者の意見はほぼ一致している
と言える。さらに石川の示した点で注目すべき点は刀根の示した危険負担機能が掲げられているこ
とである。しかし，石川の掲げた危険負担機能は刀根の言う防火施設等の設置活動ではなく，刀根
の示した信用の供与の部分を活動として掲げたものである。最後に企業の維持・管理のための活動
は石川の考え方にも見ることができる。この点は鈴木の思考を汲んだものといえよう。
　ここまでの流れを元に筆者は石川の思考する小売業の機能と諸活動を加筆したい。まず，石川ま
でのレビューにおいて商的流通機能および，物的流通機能，コミュニケーショソに関する機能の項
目に関しては筆者も同意見である。特に石川の示している研究成果は鈴木のものをベースに加筆修
正，および項目の整理がなされているので，筆者も大きく賛同しているところである。さらにこの
石川の研究成果をベースに筆者の考察を加えさらなる加筆を試みたい。まず，図表3で示してい
る通り，商的流通機能および，物的流通機能，コミュニケーショソに関する機能の項目に関しては
筆者も同意見であるので，同じ項目をそのまま掲げたい。危険負担機能と企業維持・管理のための
活動も大項目としては同意見であるが，細かな活動部に関しての補足を付け加えた。まず，危険負
担活動であるが，ここに消費者の保護活動と不具合発生時の活動を掲げている。消費者の保護活動
はかつて刀根が掲げていた危険を分担する機能を整理し当て込んだものである。刀根が記した防災
施設に加え筆者は消費者を保護する活動全般をも網羅し危険負担機能のうちの一つとして掲げてお
きたい。特に東日本大震災以降小売業は避難訓練などの活動を頻繁に実施するようになり，消費者
を保護する活動に力を入れている。また，東日本大震災時には小売業者が帰宅困難者を店内にて宿
泊させる等の対応を行ったことも記憶に新しい。以上の理由で消費者の保護活動を危険負担機能の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一110一
図表3　：筆者の思考する小売業の機能と諸活動
　　　　　　　各機能の活動
　　　　商的流通機能
i所有権移転機能，需給結合機能）
・商品品揃え（マーチャソダイジソグ）
E小口分売（小口分割，販売，代金授受）
E販売価格の決定（値付け，値引き）
物的流通機能
・商品の場所的移動に関する活動（輸送や配送）
E商品の時間的移動に関する活動（貯蔵・在庫管理）
E商品の物理的移動に付随する活動（商品の積み込み，荷下ろし）
E商品の物理的移動を前提として発生する活動（加工）
危険負担機能
・掛販売や分割払いの信用供与（掛販売等）
E消費者の保護活動（災害時の救護，防犯・防災設備の設置）
B不具合発生時の活動（クレーム対応，商品不具合時の対応）
コミュニケーションに関する機能
・消費者とのコミュニケーション活動
i接客，装飾，包装紙・広報などによる情報提供，顧客アンケート）
E仕入先とのコミュニケーション活動
i販売情報や顧客から吸収した情報の伝達）
E社会とのコミュニケーション活動
i地域や社会との情報交換，まちの渋滞緩和への協力等）
企業維持・管理のための活動 ・ヒト・モノ・カネ・情報の管理Eコソプライアンスの遵守
出所：石川和男「基礎からの商業と流通
　　　え作成。
第2版』，中央経済社，2007年，PP．132－136を元に筆者加筆のう
中に掲げることは意味のあることであろう。
　さらにもう一点，不具合発生時の活動を危険負担機能の活動として掲げたい。これは主にクレー
ムなどが発生した時の対応活動であるが，この活動においても小売業は危険負担の機能を遂行して
いると言えよう。例えば，不具合品の修理対応や，消費者からの返品要請があった場合，小売業は
損益におけるリスクを負担し対応にあたる。このような意味から不具合発生時の活動は危険負担機
能をもった活動として掲げることが出来よう。
　最後に企業維持・管理のための活動に関してだが，この項目にはコソプライアソスの遵守をさら
に掲げてある。鈴木と石川は小売業が消費者の生活を維持してするために企業を維持管理するとい
う点に同じ意見を持っている。筆者もこれには賛同であるが，近年問題となっているコンプライア
ンスの遵守という活動を別項目として掲げた。ヒト・モノ・カネ・情報の管理は経営を行い企業を
存続させるためには必要な行いではあるが，それと並んで企業がコンプライアソスを導守すること
もまた必要なことである。具体的には個人情報の取り扱いや品質情報の適切な表示，従業員の労働
時間管理といった様々なルールを遵守することで企業を存続させなければならない。近年，コソプ
ライアンスを守らないことで存続を絶たれた企業が存在している。このような状況を避け，企業の
存続とともに消費者の生活を維持することは重要な活動であろう。
　以上のように小売業の機能に関して考察してきた。小売業はこのような機能を持ち主に消費老や
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生産者，卸売業者，社会に対して大きな役割を果たしている。消費者に対しては買物費用の軽減や
肉体疲労の緩和，生産老や卸売業者には消費者需要情報の伝達などの役割を行っている。また，商
店街などの商業集積は社会との密着度も高く，町興し等で地域社会の中心的な役割を担ってい
る28。今再び，この小売業の機能を認識し小売業を見つめていくことは，理論と実務ともに重要な
課題となっていくであろう。ここまでは小売業の機能に関して考察をしてきた。次章は本章の内容
を踏まえて小売業態に関する考察を行いたい。
】V　小売業態の考察
1．小売業態に対するレビュー
　本章では小売業態29に関する考察を行っていきたい。小売業態は小売機能と共に重要な研究の
テーマとなっている。例えばKotler（1980）は業態分類基準に商品ラインを掲げており，商的流
通機能と業態が密接な関係にあることも推察できる30。また，我々の周りには百貨店のような大型
店から，個人経営の小さな専門店まで様々な店舗の形態が存在しており，このような小売業態に関
する研究も様々なものが存在すると言ってもよいであろう。ここでの目的はそれを振り返り，業態
の本質を提示することにある。まずは，過去の研究の成果をレビューしていきたい。
　まず，小売業態に関する考え方であるが，多くのものはどのような業態が表れ，どのように動い
ていくのかを示しているものが多い。このような理論を整理したことで知られるのがBrown
（1987）3ユである。Brownは小売業態の移り変わりを三つのカテゴリーに分類した。それらは環境
理論，循環理論，衝突理論である。
　環境理論は小売業態の発展が小売業を取り巻いている経済情勢の要因などにより，その環境で業
態の発展が起こるという考え方である。この環境理論を主に主張していた過去の研究者はBoor－
stinなどがいる。　Boorstinは百貨店の繁栄に対し，高度な建築技術の発展，および，交通機関とマ
ス媒体の発達という要因を掲げている。また，包装技術の発達によりセルフサービス販売が可能に
なったことによって，スーパーの繁栄をも説明している32。この環境理論はDarwinの適者生存説
的な発想から環境に最も適した小売業態が生き残るというものである。日本でも矢作がこの立場か
らスーパーの発展過程の説明を行うなどしている33。
　次に循環理論であるが，これは一定の周期で小売業態の変化が同じパターンを繰り返すというも
28鈴木前掲書，2006年，p．140および石川前掲書，2007年，　p．132において両者同様の見解を示している。
29小売業態と小売形態という言葉があるが，これらは共に小売営業形態の略のため，本稿では同一の意味とし
　て取り扱うことにする。
30P，　Kotler，　Principles　of　Marketing，　Prentice－Hall，1980，　p．461，
31Brown，　S‘‘lnsutitutional　Change　in　Retailing：AReview　and　Synthesis”　Europian／burnal　of　Ma　rfeeting，　VoL
　21，No．6，1987
32Boorstin，　D，　J，　The、Americans：The　Democratic　Experience，　Random　House，1973．
33矢作敏行『現代小売商業の革新』，日本経済新聞社，1981年。
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のである。過去の文献を見てもこの循環理論に関する記述がなされているものは多い。循環理論に
該当するものは様々なものがある。もっとも有名なものはMcNair（1958）34の小売の輪理論であ
り，小売業態は低価格販売の業態からスタートし，徐々に利益拡大などの観点から，高価格帯の業
態へ移行していく。そして，その状況下に低価格販売の新規参入者が現われてくるという理論であ
る。しかし，この小売の輪理論はすべての小売業態を説明することができないとして，これを克服
すべくNielsen（1966）35は真空地帯理論を提唱した。　Nielsenは常に新規参入が低価格販売でない
ことを提唱し，小売業態における新規参入者は低サービス・低価格と高サービス・高価格の両極で
競争の激しくない空白地帯に存在するということを示した。また，この小売の輪理論を発展させる
べく，Davidson（1988）36は小売ラ・イフサイクル理論を提唱した。これは小売業態にも製品ライフ
サイクルと同じように導入期，成長期，成熟期，衰退期が存在するということを示したものであ
る。また，業態の多様化に伴いそのライフサイクルは短命化するとDavidsonは示した。このよう
に小売業態が様々な周期を以て変化していくことを示したものが循環理論である。
　最後に衝突理論であるが，衝突理論であげられるものはGist（1968）37の弁証法的発展論があ
る。これはHegelにより提唱され，後にMarx等が発展させた弁証法の考え方をもとに，小売業
の業態の推移を当て込んだ考え方である。弁証法とはある事柄に対して明示されたテーゼ（正）に
対し，反論であるアソチテーゼ（反）が現われる。そして，その後それらはジンテーゼ（合）とな
り，命題は発展していくというものである。これを小売業態で考えたのがGistであった。　Gistに
よると，ある小売業態が別の小売業態からの攻撃を受け，それらを統合した小売業態が生まれる。
そして，それがまた別の小売業態から攻撃を受けて別の小売業態になるというものである。
　過去の研究においては，百貨店（正）に対し家電やカバンなどのハード品をディスカウソト販売
するディスカウソト・ハウス（反）が現われ，衣料品まで幅広く取り扱うディスカウソト・ストア
（合）が登場するという例が多く用いられている。
　以上がBrownによって整理された業態の発展理論であるが，実際これらの理論に対して懐疑的
な意見を持つ研究者は多い。特に日本におけるコソビニエソス・ストアの登場に関してはこれらの
理論で説明することは困難であるとされている。そのような状況の中，日本国内では矢作（1996）
がBrownの整理した理論を統合しようと試ている。そして，小売業態における革新を「低価格を
生み出す効率性と消費者の望む社会的な有効性が，高いレベルで両立している状態から生まれ
る」38という考えを導いた。小売業の業態に関する方向性は様々な方向から現在も研究がなされて
34M．　P．　McNair，“Signi且cant　Trends　and　Development　in　the　PostwarPeriod”in　A．　B．　Smith（ed．），ComPeti－
　tive　Distribution勿αFree，　High　Level　Economy　and　Its　Ilnplication　for　the　University，　University　of　Pit－
　tsburgh　Press，1958．
350．Nielsen，“Development　in　Retailing，”in　M．　Kjaer－Hansen（ed，），Readings　in　1）αnish　Theory　ofルfarleetin9，
　North－Holland　Publishing　Company，1966．　pp．101－115．
36W．　R．　Davidson，　A．　F．　Doody，　and　D．　J．　Sweeney，、配吻伽8〃伽θ8醐飢Oh　ed，　John　Wiley＆Sons，1988．
37R．　R．　Gist，1～etailing　con吻ts　and　decisions，　Wiley＆Sons，1968．
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いるのは明白であろう。
2．小売業態を分析する枠組み
　前節まで小売業態の推移を考える研究成果をレビューしてきたが，近年この小売業態に関して別
の切り口から意見を述べた研究も現われてきている。それが上原（1999）の研究成果である。上
原はAldersonが提唱したアソートメントの概念を元に，小売業が展開する消費者レベルでのア
ソートメソトを消費老アソートメントとして捉えた。そして，この消費者アソートメントの形成活
動により主流となる小売業態が見えることを主張した。過去にもアソートメソトを基準にした研究
は行われてはいる。例えば，Hollander（1966）のアコーディオン理論は品揃えの幅が広い業態が
支配する時代から品揃えの幅が狭く専門的な業態が支配する時代が到来し，また総合化することを
示した39。また，石原（1999）は商品取扱い技術の基盤に着目した。石原によると，様々な商品を
扱う技術が関連し，新たな小売業経営を支える技術としてなりえた場合に新しい小売業が誕生する
と示されている40。その一方で，上原は小売業態が多様化するという学説に対し支持をしておら
ず，それは「明確な方向に小売業態が整理される」と考えている41。本節ではこの研究成果に着目
し，新たなる方向性を探ってみたい。
　まず，上原の提示した消費者アソートメソトであるが，消費者はアソートメントを形成する際に
少なくとも以下二つの商品の集合を必要するとされている。それは同類代替集合と異種補完集合で
ある。同類代替集合は同一カテゴリー内の様々な商品を取り揃えた集合のことであり，例えるなら
ば，紳土用のワイシャッを揃えた集合や，食用油を取り揃えた集合のことを言う。一方異種補完集
合は異なるカテゴリーに属する商品の集合であり，その集合内のいくつかを組み合わせることによ
り，アソートメントの一部を作ることができる集合のことである。例えば，フォーク食器，テーブ
ルクロスなどを揃えた食卓インテリアの集合や，オリーブオ・イル，パスタ，野菜などを取りそろえ
た集合などのことを指す。そして，これら二つの集合が必要とされる理由について，消費者が類似
した商品群の中から，自己が想定するアソートメントに最も適切なものを選ぶためには同類代替集
合が必要とされ，アソートメント形成を一度に効率的に行うためには異種補完集合が必要とされる
と理由づけられる。
　小売店舗の売場は少なくともこのどちらかの集合を保有している。特に上原は消費者が小売業に
対し店舗よりも売場を重視することを示している42。これは小売業が，以上述べてきた集合の形成
により消費者よって重視され，売場さらには店舗として成立するか否かをも指摘している。これに
38矢作敏行『現代流通』，有斐閣，1996年，p。199。
39S．　C．　Hollander，‘‘Notes　on　the　Retail　Accordion，’「ノburnal（of　Retailing，　Vol．42，　summer，1966，　pp．29－40，
40石原武政「小売業における業種と業態」『流通研究』第2巻2号，日本商業学会，1999年。
41上原征彦『マーケティソグ戦略論　実践パラダイムの再構築』，有斐閣，1999年，pp．160－166。
42上原同上書，p．167。
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図表4：小売業態の動向を見極めるための枠組み
異種補完集合的売場から構成される 同類代替集合的売場から構成される
A B
最寄品 ● △
例）CVS（コソビニエンス・ストア） 例）中小専業店
単一売場店舗 C D
買回品 × ○
例）コーディネート訴求型店舗 例）特定カテゴリーの深さを追求した専門店
E F
最寄品 　　　　　　　　X瘁jメニュー別売場の複合店舗
　　　　　◎
i店舗全体での異種補完集合）
例）SM（スーパーマーケット）
複合売場店舗 G H
買回品 　　　　　　　　×瘁jライフスタイル別売場の複合店舗
　　　　　○
i店舗全体での異種補完集合）
例）百貨店
◎：固有の競争力をもつ。
●：特定の条件を満たせば安定化する。
○：安定的な成立が可能だが，それのみでは必ずしも固有の競争力をもつとはいえない。
△：それのみでは競合業態よりも競走上劣位にある。
×：理論的にみて特殊な場合を除き業態として成立し難い。
出所：上原征彦『マーケティソグ戦略論　実践パラダイムの再構築』，有斐閣，1999年，P．169。
基づき，上原は小売業を分析する枠組みとしての理論を示した。これは先に示した売場の商品の集
合という尺度に加え，その店舗が保右する売場が単一であるか複合であるかの尺度を加味，さらに
消費者の購入頻度を示すための尺度として最寄品か買回品かの尺度を付け加えて組まれたものであ
る。図表4を見ると分かるように，各小売業態の売場がどのようなアソートメント形成をするか
によって業態の方向性を見ることができる。これによると，最寄品，買回品共に同類代替集合は成
立し得る。そして，また，異種補完集合的売場は特定の条件を満たせば安定することが分かる。特
にコンビニエンス・ストアは異種補完集合的売場ではあるが，購入頻度の高い最寄品を品揃えして
いるので安定はしている。コンビニエンス・ストアに関してはかつての「よろず屋」のような要素
を持つと述べる研究者は多い。しかし，その他の異種代替集合的な売場は理論的には成立しづら
い。上原も異種補完集合的売場は消費者が関連購買をしないのであればその訴求が無意味になると
考えており，スーパーマーケットのような業態は購入頻度の高いものからアソートメソトを形成
し，店舗全体で異種補完集合を形成しているため業態として成立している。
　以上のような考え方をもとに小売業態を見た場合，小売業態は顧客に提供するべきアソートメン
トにより，小売業態がおのずと決められ，その方向性が整理されていくという考え方は正しい考え
方であろう。筆者もこの考え方には強く賛同し，これを支持している。近年の小売業態はその業態
のブームから小売を始めるものが多くある。自身が消費者に対しどのようなアソートメントを形成
するかを再考することが必要になるであろう。
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3．小売業態を分析する枠組みへの加筆
ここでは先に掲げた上原の小売業態を見極めるための枠組みにさらなる加筆を行いたい。先に掲げ
られている上原の研究成果は商品の軸が最寄品と買回品の軸であった。筆者はこれに専門品の軸を
加えた枠組みの構築を行いたい。専門品はブラソド品などを筆頭に相当な購買努力を行う商品とし
て捉えられており，最寄品，買回品と共に多くの文献で列挙されている。小売業態を見極めるため
の枠組みをさらに細かく表にすることで，業態がより明確な方向性に整理されていくことを予期し
ての試みである。まず，専門品までの軸を入れた考え方を図示すると図表5のようになろう。
上原が提示したものと異なっている点はセルEとF，KとLの箇所である。このセルの商品特性
はすべて専門品である。各々のセルを順を追って見ていきたい。
　まず，セルEであるが，このセルは上原が提示したコーディネート訴求型店舗に専門品の要素
図表5：筆者の思考する小売業態の動向を見極めるための枠組み
異種補完集合的売場から構成される 同類代替集合的売場から構成される
A B
最寄品 ● △
例）CVS（コソビニエンス・ストア） 例）中小専業店
C D
単一売場店舗 買回品 　　　　　　　　×瘁jコーディネート訴求型店舗
　　　　　　　　　○
瘁j特定カテゴリーの深さを追求した専門店
E F
専門品 　　　　　　　　●瘁jデザイナーズブランドブティック
　　　　　　　　　○
瘁j専門性に特化した専門店
エルメス，ブルガリ等のブティック 画廊，宝石店，時計店
G H
最寄品 　　　　　　　　×瘁jメニュー別売場の複合店舗
　　　　　◎
i店舗全体での異種補完集合）
例）SM（スーパーマーケット）
1　　　　　　　　× J　　　　　　　　　O
複合売場店舗 買回品 例）ライフスタイル別売場の複合店舗 （店舗全体での異種補完集合）
例）商業集積，SC（ショッピングセソター）
など
K L
専門品 　　　　　　　　×瘁j専門品までをライフスタ・イル別に
　　　　　○
i店舗全体での異種補完集合）
展開する店舗 例）百貨店
◎：固有の競争力をもつ。
●：特定の条件を満たせば安定化する。
○：安定的な成立が可能だが，それのみでは必ずしも固有の競争力をもつとはいえない。
△：それのみでは競合業態よりも競走上劣位にある。
×：理論的にみて特殊な場合を除き業態として成立し難い。
出所：上原征彦『マーケティング戦略論実践パラダイムの再構築』，有斐閣，1999年，P，169をもとに筆
　　　者加筆のうえ作成。
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を付け加えて提示した。一般的にコーディネート訴求型店舗は成立し難いものであるが，これに専
門品の特徴であるブランドの要素を合わせて考えてみると，デザイナーズブティックのような業態
がイメージできる。例えば，エルメスやブルガリ等の高級ブランドブティックは店舗内の単一売場
においてトータルコーディネートを訴求した販売活動を行っている。具体的に言うならば，ジャケ
ットからスラックス，ファッションアクセサリーからカバンまでのトータルコーディネートをした
マネキンが売場内には飾られている。現に我々の周りにも認識できる業態である。また，このよう
なブランドブティックは展開しているブランドにロイヤルティが高いものであれば，安定化しやす
い。ゆえに特定の条件を満たせば安定化するものとして掲げている。
　次にセルFであるが，ここは同類代替的集合における専門品を取り扱っている業態を掲げてあ
る。いわゆるセルBに掲げてある中小専業店が専門品を扱った場合を想定すると分かりやすい。
具体的な例としては画廊や，宝石店，高級時計店などがそれに該当する。そして，これらの業態の
安定度も考えてみたい。上原は同類代替的集合で買回品の単一売場店舗は買回品の複合店舗と比べ
た場合，必ずしも競争上不利になるとは言えないと指摘している43。これを元に考えると，専門品
においても同様のことが指摘できる。路面店として存在する，画廊，宝石店，高級時計店は必ずし
もそれらを扱う複合売場店舗よりも競争上不利になるとは言えないであろう。しかし，必ずしもそ
の状態では競争力を持つとも言えず，アソートメントの考え方などによって，その競争力は変わっ
ていくと言える。
　続いてセルKであるが，ここはセルEの状態の売場が複数揃った状態を考えてみたい。これを
考えた場合，専門品の場合も異種補完集合的売場の複数売場店舗は理論的にみて特殊な場合を除き
業態としては成立し難いであろう。ただし，この特殊な場合として免税店などをあげることができ
る。一部の免税店では一つの店舗内にデザイナーズブランドのブティックの売場が複数存在し，複
合売場店舗として存在する場合もある。しかし存在するとは言え，このような特別な場合以外は業
態として成立はしがたいものではあろう。
　最後にセルLであるが，ここはJと共に考えてみたい。上原は買回品の同類代替集合の売場が
複数存在し，複合売場店舗として存在する例として百貨店を掲げていた。しかし，ここに専門品の
軸を入れ込んだ場合，百貨店は専門品までの取り扱いを行っているため，セルLに配置されるこ
とになろう。そして，買回品が同類代替集合的売場から複数構成される店舗としてはショッピソグ
セソター等の商業集積を掲げた。ショッピングセソターは主に買回品までの集合の売場から構成さ
れ，今後の方向性も注目されている業態でもある。
　以上のように筆者としての加筆を行ってきたが，筆者も小売業の業態は提示された表の中のいず
れかに存在し，その方向性が明確に整理されるという意見を持っている。今後，各小売業態は自身
の業態がどのような位置に属しているのかを見つめなおすことが必要になってくるだろう。
43上原同上書，p．169。
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V　おわりに
　本稿において，小売店舗の確立背景から，小売機能，および小売業態に関する考察を行ってき
た。そのなかで小売業には機能が存在し，機能の一つであるアソートメソトの形成により売場が作
られ，最終的には業態としてそれらが整理されてくということも示した。以上のことから今後の小
売業に必要なことが導けるのではないかと考えている。それは，各小売業態が自身の業態の機能を
再認識し，行うべき小売活動を今一度再認識することであると筆者は考えている。近年の小売業態
を見てみると，はやりの業態と言うものに左右され商売の仕方を決めたり，変更するなどしている
場面が多々見られる。百貨店が特売品の品揃えに偏る現象や，ネット販売に力を入れすぎてしまっ
ている業態等その数は多くある。
　しかし，本来は自身の小売業態が果たしている機能に着目するべきではないのだろうか。先に述
べた小売機能と関連して考えてみた場合，アソートメソトの形成は小売業の主要な機能の一つでも
ある。また，小売業態がどのような商品特性のどのような集合の売場を作るかにより，業態も整理
されていく。つまり，小売業は自身の機能というものにしっかりと着目をし，自身の担うべき業態
を明確に認識していく必要がある。清水（1972）44も過去にこの問題に関して考察を加えたことが
あった。小売を機構（structure）で考えうる者が多いが，本来は機能（function）に着目をする必
要があると指摘している。清水も有能な経営形態であるからと言いそれを採用したとしても，それ
そのものが果たす機能に着目し，それらの特徴を見据えず，本質からずれた模倣を行う場合は閉店
を余儀なくされるという考え方を示した。このことからもわかるように自身の果たすべき機能に着
目した小売業の形成は必要になるであろう。
　現代には様々な小売業がみられるが，これは決して悪いことではないと筆者は考えている。今ま
で述べてきたように各小売業態が自身の行うべきことをそれぞれ明確にし，その上で様々な業態が
存在するのであれば，それはDurkheimが示したような社会分業にもなりえるだろう。社会的にも
存在価値がある小売業であるからこそ，今後本稿のような問題に関しては再考していく必要がある
と考えられる。
　なお，本稿では紙面の都合で，さらに細かい分析や戦略的な示唆の部分に関しては触れることが
できなかった。今後，筆者はさらなる細かな業態への考察を加えるとともに，小売業の戦略的な示
唆を研究していくことを目標としている。
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